
 

（案） 
 

 番  号   

 

中小企業等事業再構築促進補助金交付要綱を次のとおり制定する。 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

               経済産業大臣 名 

 

 

 

中小企業等事業再構築促進補助金交付要綱 

 

（通則） 
第１条 中小企業等事業再構築促進補助金（以下「補助金」という。）の交付については、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」

という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５

５号。以下「施行令」という。）及びその他の法令の定めによるほか、この要綱の定めるとこ

ろによる。 
 

（交付の目的） 
第２条 この補助金は、「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」について（令

和２年１２月８日閣議決定）に基づき実施する施策であり、新型コロナウイルス感染症の影響が

長期化し、当面の需要や売上の回復が期待し難い中、ポストコロナ・ウィズコロナの時代の経済

社会の変化に対応するために中小企業等の事業再構築を支援することで、日本経済の構造転換を

促すことが重要である。そのため、新規事業分野への進出等の新分野展開、業態転換、事業・業

種転換、事業再編又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有す

る中小企業等の挑戦を支援することを目的とする。 

 
（交付先） 

第３条 この補助金は、経済産業大臣（以下「大臣」という。）が基金設置法人に対し、その申請

に基づいて交付する。 
 

（交付の対象） 
第４条 この補助金は、基金設置法人が、大臣が別途定める「中小企業等事業再構築促進補助金

実施要領」（以下「実施要領」という。）に定める事業を実施するための基金（以下「基金」

という。）を造成する事業（以下「交付対象事業」という。）を交付の対象とする。 

 

 （交付額） 

第５条 この補助金の交付額は、定額とする。 
 

（申請手続） 



 

 
 

第６条 この補助金の申請は、交付申請書（様式第１号）を別途指示する日までに大臣に提出し

て行うものとする。 
 

（変更申請手続） 

第７条 この補助金の交付の決定を受けた後の事情の変更により申請の内容を変更して事業を行う

場合には、変更交付申請書（様式第２号）を速やかに大臣に提出して行うものとする。 
 

（交付の決定までの標準的期間及び通知） 
第８条 大臣は、第６条及び第７条の規定による申請書の提出があった場合には、申請書が到達

した日から起算して原則として３０日以内に、当該申請書の内容を審査し、交付の決定（変更

の決定を含む。）を行い、交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 
 
（交付の条件） 

第９条 基金設置法人は、補助金の交付を受け、中小企業等事業再構築促進基金を造成するもの

とする。また、この補助金の交付決定には、次の条件が付されるものとする。 
一 交付対象事業を中止し、又は廃止する場合には、大臣の承認を受けなければならない。 
二 交付対象事業が予定期間内に完了しない場合又は交付対象事業の遂行が困難となった場合に

は、速やかに大臣に報告して、その指示を受けなければならない。 
三 基金を活用して実施する実施要領に定める事業が適正かつ円滑に実施されるよう、委託事業

者を十分に指導監督しなければならない。 
四 交付対象事業の遂行及び支出状況並びに基金設置法人が行う実施要領に定める事業について

大臣から報告を求められた場合には、速やかにその状況についての報告を記載した書面を作成

し、大臣に提出しなければならない。 
五 交付対象事業に係る予算と決算との関係を明らかにした調書（様式第４号）を作成し、これ

を交付対象事業の完了した日（交付対象事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承

認を受けた日）の属する年度の終了後５年程度保管しておかなければならない。 
六 基金の経理について、他の基金事業の経理と明確に区分して収入額及び支出額を記載し、基

金の使途を明らかにしておかなければならない。 
七 基金の設置後、速やかに、基金事業に係る運営及び管理に関する基本的事項として、実施要

領第２の２.及び第４の５.（９）に定める事項について公表しなければならない。 
八 基金を廃止するまでの間、毎年度、基金の額及び基金事業の実施状況報告について、翌年度

の４月３０日までに実施要領第２の１０.に定める事項を大臣に報告しなければならない。 

九 基金の額が基金事業の実施の状況その他の事情に照らして過大であると大臣が認めた場合又

は大臣が定めた基金の廃止の時期が到来したことその他の事情により基金を廃止した場合は、

速やかに、交付を受けた補助金の全部又は一部に相当する金額を国庫に納付しなければならな

い。 

 
（申請の取下げ） 

第１０条 第８条により交付決定の通知を受けた場合において、当該通知に係る補助金の交付決

定の内容又はこれに付された条件に対して不服があり、当該補助金の交付申請を取下げようと

するときは、当該通知を受けた日から１０日以内にその旨を記載した書面をもって大臣に申し

出なければならない。 
 
 

（補助金の請求） 



 

 
 

第１１条 第８条により交付決定通知を受け、かつ、前条の規定による申請の取下げを行わない

場合には、補助金支払請求書（様式第５号）を作成し、大臣に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 
第１２条 この補助金の実績報告は、交付対象事業が完了した日から起算して３０日を経過した

日（第９条第１号による交付対象事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知

を受理した日から起算して３０日を経過した日）又は翌年度の４月１０日のいずれか早い日ま

でに事業実績報告書（様式第６号）を大臣に提出しなければならない。 

 
（補助金の額の確定等） 

第１３条 大臣は、前条の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地

調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（第７条に基

づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたとき

は、交付すべき補助金の額を確定し、基金設置法人に通知する。 

２ 大臣は、補助事業の適正な遂行のため必要があると認めたときは、前項に基づく現地調査等

のほか、事業に係る取引（請負先、委託先以降も含む）に対して、現地調査等を行うことがで

きるものとし、基金設置法人は当該調査の実施に必要な措置を講じるものとする 
 
（補助金の返還） 

第１４条 大臣は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が

交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国庫に返還することを命ずる。 
２ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とし、期限内に納付がない

場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．９５パーセントの割

合で計算した延滞金を徴するものとする。 
 
（是正のための措置） 

第１５条 大臣は、交付対象事業又は実施要領に定める事業が適切に実施されていないと認めると

きは、是正のための措置を採るべきことを基金設置法人に命ずることができる。 
 

（交付決定の取消し等） 
第１６条 大臣は、交付対象事業の全部若しくは一部を中止し、若しくは廃止する申請があった

場合又は次の各号のいずれかに該当する場合には、第８条の交付の決定の全部若しくは一部を

取り消し、又は変更することができる。 
一 基金設置法人が、適正化法、施行令その他の法令若しくは本交付要綱又はこれらに基づく

大臣の処分若しくは指示等に違反した場合 

二 基金設置法人が、補助金を実施要領に定める以外の用途に使用した場合 

三 基金設置法人が、交付対象事業又は実施要領に定める基金事業に関して不正、怠慢、その

他不適切な行為をした場合（次号に掲げるものを除く） 

四 基金設置法人が、実施要領に定める委託事業の指導監督を十分に行わない場合 

五 前四号に掲げる場合のほか、交付決定後に生じた事情の変更等により、交付対象事業の全

部又は一部を継続する必要がなくなった場合 

２ 大臣は、前項の取消しを行った場合は、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交付さ

れているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部を国庫に返還することを命ずる。 

 



 

 
 

（その他） 
第１７条 特別の事情により、第６条、第７条、第１０条及び第１２条に定める手続によるところ

ができない場合には、あらかじめ大臣の承認を受けてその定めるところによるものとする。 
２ この要綱に定める事項については、必要が生じた場合に大臣が必要な変更を行うことができる

ものとする。 
 

附 則 
この要綱は、令和  年  月  日から施行する。 



 

 
 

（様式第１号） 
                                                                    番          号 
                                                                    年    月    日 
  経済産業大臣 殿 
                                            申請者    住 所 

                           法人名 
                                                      代表者名         
 
 

中小企業等事業再構築促進補助金の交付申請書 

 
 
 中小企業等事業再構築促進補助金交付要綱第６条の規定に基づき、上記補助金の交付について

下記のとおり申請します。 
 
                                          記 
 
１．補助金交付申請額   金              円 
 
 
２．添付書類 
 （１） 定款又は寄附行為（写し） 
 （２） 直近２年間の事業報告書及び決算報告（又は事業計画及び収支予算） 
 （３） 基金の管理・運用方法及び業務実施体制を明らかにした書類 



 

 
 

（様式第２号） 

番          号 
                                                                    年    月    日 
  経済産業大臣 殿 

住 所 
法人名 

代表者名       

 

 

中小企業等事業再構築促進補助金の変更交付申請書 

 

 

 令和  年  月  日付け  第  号をもって交付決定を受けた中小企業等事業再構築促

進補助金について、中小企業等事業再構築促進補助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のと

おり変更したいので申請します。 

 

記 

 

１．補助金 追加交付  申請額    金             円 

      一部取消し 

      （変更後交付申請額    金             円） 

 

２．変更を受けようとする理由 

 

 

３．添付書類 

  基金管理状況を示した書類 



 

 
 

（様式第３号） 
                                                                    番          号 
                                                                    年    月    日 
 
 法人名 

   代表者名 宛て 
                                                          経済産業大臣 名 
 
 

中小企業等事業再構築促進補助金交付決定通知書 
 
 
 令和  年  月  日付け第 号をもって申請のありました中小企業等事業再構築促進補助

金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。

以下「適正化法」という。）第６条第１項の規定に基づき下記のとおり交付することに決定しま

したので、同法第８条の規定に基づき通知します。 
 

記 
 
１．補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、中小企業等事業再構築促進補

助金交付要綱（令和  ・  ・   財経第  号。以下「交付要綱」という。）第４条に定める事業

とします。 
 
２．補助金の額は、次のとおりとします。ただし、補助金の額が変更されるときは、別に通知す

るところによるものとします。 

 
    補 助 金 の 額   金                      円 
 
 
３．この補助金は、交付要綱第９条に掲げる事項を条件として交付するものとします。 
 
４．事業に係る交付実績は、交付要綱第１２条に定めるところにより行わなければなりません。 
 
５．この交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における適正化法第９条の規定による申請

の取下げをすることができる期限は、令和  年  月  日とします。 

 



 

 
 

（様式第４号） 

中小企業等事業再構築促進補助金交付調書 

 

法人名                  

（単位：円） 

国 法  人 

備考 
 

算出予算科目 

 

 

交付決定額 

 

歳  入 歳  出 

科目 予算現額 収入済額 科目 予算現額 うち補助金相当額 支出済額 うち補助金相当額 

           

（注１）「法人」の欄の「科目」欄は、歳入にあっては、款、項、目、節を、歳出に当たっては、款、項、目をそれぞれ記載すること。 

（注２）「備考」欄は、参考となるべき事項を記載すること。 



 

 
 

（様式第５号） 
                                                                    番          号 
                                                                    年    月    日 
  経済産業大臣 殿 

住 所 
法人名 
代表名             

 
中小企業等事業再構築促進補助金支払請求書 

 

 

 令和  年  月  日付け第  号をもって交付決定を受けた中小企業等事業再構築促進補

助金について、中小企業等事業再構築促進補助金交付要綱第１１条の規定に基づき、下記のとお

り請求します。 
 
                                          記 
 

１．補助金額 金                    円 

２．受 取 人 
 （口座名義） 

フリガナ  

住  所 

（〒   －    ） 

フリガナ  

氏  名  

３．振込先金融機関 
  及び支店名 

銀  行 
信用金庫             支店 
そ の 他 

           （その他：              ） 

４．預金種別 当座預金       普通預金 

５．口座番号  

（注）１．口座名義は申請者の住所及び法人名と同一とすること。 
２．上記２．以下の各欄は、通帳を確認の上、通帳の記載どおり確実に記入すること。 

   ３．上記３．は、金融機関名を記入の上、銀行・信用金庫・その他のいずれかに○をつける

こと。 
なお、その他の場合にあっては、金融機関名（例：○○市農業協同組合）を記入するこ

と。 
   ４．上記４．は、当座預金・普通預金のいずれかに○をつけること。 
 



 

 
 

（様式第６号） 
                                                                    番          号 
                                                                    年    月    日 
  経済産業大臣 殿 
                                        住 所 
                                        法人名 

  代表名                    
 

中小企業等事業再構築促進補助金の事業実績報告書 
 
 
 令和  年  月  日付け第 号をもって交付決定を受けた中小企業等事業再構築促進補助

金について、中小企業等事業再構築促進補助金交付要綱第１２条の規定に基づき、下記のとおり

報告します。 
 
                                              記 
 
１．補助金精算額            金            円 
 

Ａ 交 付 決 定 額 円 

Ｂ 交 付 受 入 済 額 円 

Ｃ 差 引 過 不 足 額 
（Ａ－Ｂ） 

円 

 

 

２．添付書類 

  基金の払込み・保有の状況が分かる書類 


